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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期
第１四半期
連結累計期間

第26期
第１四半期
連結累計期間

第25期

会計期間
自 平成26年３月１日
至 平成26年５月31日

自 平成27年３月１日
至 平成27年５月31日

自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日

売上高 （千円） 6,092,010 6,369,333 22,926,036

経常利益 （千円） 583,781 460,485 1,320,303

四半期（当期）純利益 （千円） 349,467 245,442 744,030

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 381,112 113,939 1,421,625

純資産額 （千円） 4,577,191 5,139,913 5,140,888

総資産額 （千円） 7,846,255 9,129,181 9,052,562

１株当たり四半期（当期）純

利益金額
（円） 16.23 11.81 35.09

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 16.06 11.60 34.52

自己資本比率 （％） 53.7 51.4 52.6

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

３ １株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定

における期中平均株式数については、株式給付信託型ESOP（信託Ｅ口）が所有する当社株式を四半期連

結貸借対照表において自己株式として表示していることから、当該株式の数を控除しております。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 

（その他の事業）

・当第１四半期連結会計期間より、新たに株式を取得した株式会社プロフェッショナルメディアを連結範囲に含め

ております。

・当第１四半期連結会計期間より、新たに株式を取得したエコノミックインデックス株式会社を持分法適用の範囲

に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策及び金融政策により円安・株高が進行

し、企業業績や雇用情勢の改善が続く一方で、米国の金融緩和縮小による影響、欧州や新興国経済の先行きに対す

る懸念が残る等、先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような環境の中、当社グループは「人の能力により社会に貢献する」ことを理念として掲げ、事業を運営し

てまいりました。当社グループのネットワークする、クリエイター、医師、ＩＴエンジニア、弁護士、会計士、建

築士、ファッションデザイナー等、専門的な能力を有するプロフェッショナルへのニーズは旺盛で、事業が堅調に

推移いたしました。

平成27年４月には、広告分野における人材事業を強化することを目的に、広告・WEB業界に特化した求人メディ

ア「広告転職.com」を運営する株式会社プロフェッショナルメディアの株式取得及び第三者割当増資を引き受け、

連結子会社化いたしました。また、平成27年５月には、当社が手掛ける映像、Web、ゲーム、広告・出版物等、あ

らゆるクリエイティブコンテンツの企画・開発における付加価値を高めることを目的に、データ解析技術において

独自のノウハウを有するエコノミックインデックス株式会社の第三者割当増資を引き受け、持分法適用関連会社化

いたしました。今後も当社グループの持続的な成長のため、「プロフェッショナル分野に特化したエージェンシー

事業」の拡大を目指し、新たなプロフェッショナル分野での事業展開を積極的に進めてまいります。

当第１四半期連結累計期間における売上高は堅調に推移いたしましたが、ＩＴ分野における大型案件が減少した

こと及び戦略的に人員採用等を先行して行なった結果、利益面では前年同四半期を下回ったものの計画通りに推移

いたしました。

これらの結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高6,369百万円（前年同期比

104.6％）、営業利益458百万円（前年同期比79.3％）、経常利益460百万円（前年同期比78.9％）、四半期純利益

は245百万円（前年同期比70.2％）となりました。

 

報告セグメントごとの業績は次のとおりであります。

 

① クリエイティブ分野（日本）

クリエイティブ分野（日本）は、グループの中核となる当社が、映像、ゲーム、Web・モバイル、広告・出版

等のクリエイティブ領域で活躍するクリエイターを対象としたエージェンシー事業を展開しております。

映像・ＴＶ・映像技術関連分野においては、当社独自のリクルーティングによる映像専門社員90名が４月に入

社し、ＴＶ番組の制作スタッフ数が増加していることに加え、日本全国の放送局をネットワーク化する等、サー

ビスを拡充しております。

ゲーム分野においては、コンシューマー、アミューズメント、ソーシャル分野のクリエイターの派遣需要の増

加に着実に対応するとともに、制作受託案件の増加に伴い、昨年９月よりゲームクリエイターが常駐する制作

ルームをこれまでの３倍に拡張いたしました。また、ゲームデザイナーの育成を目的とする「デザイン塾」を開

催する等、サービスを拡充しております。

出版分野では、Amazon Kindleを始めとした複数の専用端末に対し当社が取次を行なう電子書籍取次事業にお

いて、順調に配信数、ダウンロード数が増加しております。作家エージェンシーにおいては、120名の作家を

ネットワークするとともに、日本文学の新たな才能を発掘し世界へと送り出すための公募新人短編文学賞

「TANPEN AWARD」を創設する等、サービスを拡充しております。

YouTube「オンラインクリエイターズ」の運用においては、地方自治体や企業のプロモーション案件が増加

し、事業の基盤が着実に整いつつあります。
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当第１四半期連結累計期間における売上高は堅調に推移いたしましたが、戦略的に人員採用等を先行して行

なった結果、販売管理費が増加し、セグメント利益としては、前年同四半期を下回ったものの計画通りに推移い

たしました。

これらの結果、クリエイティブ分野（日本）は売上高3,830百万円（前年同期比109.2％）、セグメント利益

（営業利益）218百万円（前年同期比89.3％）となりました。

 

② クリエイティブ分野（韓国）

クリエイティブ分野（韓国）は、連結子会社CREEK & RIVER KOREA Co.,Ltd.が、クリエイティブ分野（日本）

と同様のビジネスモデルを韓国にて展開しております。

ＴＶ・映像分野におけるクリエイターの派遣需要に的確に対応している一方で、韓国国内における派遣事業の

競争激化等の影響を受けており、利益率が低下傾向にあります。ＴＶ分野におけるクリエイター・ネットワーク

を活かした受託案件への展開、漫画家を中心としたトップクリエイターのマネジメントによる韓国で流行のWeb

コミック案件や当社グループの他分野と連動した出版エージェンシー事業、ファッションクリエイター・エー

ジェンシー事業等の推進により、収益の多様化を目指しております。

当第１四半期連結累計期間における売上高は堅調に推移いたしましたが、利益率の低下により、セグメント利

益としては、前年同四半期を下回る結果となりました。

これらの結果、クリエイティブ分野（韓国）は売上高967百万円（前年同期比117.8％）、セグメント利益（営

業利益）４百万円（前年同期比49.2％）となりました。

 

③ 医療分野

医療分野は、連結子会社株式会社メディカル・プリンシプル社が、「民間医局」のブランドのもと、ドク

ター・エージェンシーを中心とした事業を展開しております。医療機関や自治体、医師や看護師の多様なニーズ

に応えるべく、医師の紹介事業を中心に、医学生・研修医を対象とした「レジナビフェア」、臨床研修情報サイ

ト「レジナビ」、医師の転職・求人・募集情報サイト「Medigate（メディゲート）」等のサービスを展開してお

ります。全国各地での慢性的な医師不足、地域的偏在を背景に、医師へのニーズは高く、医師の紹介事業が堅調

に推移いたしました。

当第１四半期連結累計期間における売上高は堅調に推移いたしましたが、「レジナビフェア」の一部開催時期

の変更及び人員増強に伴う人件費等の増加により、セグメント利益としては前年同四半期を下回ったものの計画

通りに推移いたしました。

これらの結果、医療分野は売上高895百万円（前年同期比100.9％）、セグメント利益（営業利益）235百万円

（前年同期比86.2％）となりました。

 

④ その他の事業

ＩＴ分野のエージェンシー事業を展開する連結子会社株式会社リーディング・エッジ社では、ＩＴエンジニア

の派遣事業や革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（ＨＰＣＩ）の大規模な計算結果を可

視化するビジュアライゼーション事業の推進により、事業基盤の再構築を進めております。

法曹分野のエージェンシー事業を展開する連結子会社株式会社Ｃ＆Ｒリーガル・エージェンシー社では、弁護

士の登録者数が7,700名を超え、弁護士の紹介事業が順調に伸長しております。

会計分野のエージェンシー事業を展開する連結子会社ジャスネットコミュニケーションズ株式会社では、会

計・経理人材の派遣事業・紹介事業が拡大する一方で、会計関連各種団体との関係強化、クライアント企業・事

務所との共同セミナーの積極的な開催等を通じ、会計業界における認知度向上をはかっております。

ファッション分野のエージェンシー事業を展開する連結子会社株式会社インター・ベルにおいては、アパレル

メーカーとの豊富なネットワークと同社の持つ販売員育成ノウハウにより、アパレルメーカーからのニーズが増

加しております。

また、広告分野における人材事業を強化することを目的に連結子会社化した株式会社プロフェッショナルメ

ディアにおいては、今後、当社の持つクリエイティブ業界におけるクライアント及びクリエイター・ネットワー

クとのシナジーにより、事業規模・収益の拡大を目指してまいります。

当第１四半期連結累計期間においては、ＩＴ分野における大型案件の減少により、売上高・セグメント利益と

もに前年同四半期を下回ったものの計画通りに推移いたしました。

これらの結果、その他の事業は売上高676百万円（前年同期比77.2％）、セグメント損失（営業損失）０百万

円（前年同四半期は49百万円のセグメント利益(営業利益)）となりました。
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(2) 連結財政状態に関する定性的情報

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末より54百万円増加し6,569百万円となりまし

た。これは、主として現金及び預金の減少、受取手形及び売掛金の増加等によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の固定資産は、前連結会計年度末より22百万円増加し2,559百万円となりまし

た。これは、主として株式会社プロフェッショナルメディアの子会社化に伴いのれんが発生し無形固定資産が増

加したこと、エコノミックインデックス株式会社の第三者割当増資の引受けにより投資その他の資産「その他」

に含まれる関係会社株式が増加した一方で、時価の変動により投資有価証券が減少し、投資その他の資産が減少

したことによるものであります。

 

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末より236百万円増加し3,662百万円となりまし

た。これは、主として流動負債「その他」に含まれる医療分野における預り金が増加したことによるものであり

ます。

当第１四半期連結会計期間末の固定負債は、前連結会計年度末より158百万円減少し326百万円となりました。

これは、主として投資有価証券の時価の変動により評価差額が減少し、繰延税金負債が減少したことによるもの

であります。

 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末とほぼ同水準となり、5,139百万円となりま

した。これは、主として当期純利益の計上により利益剰余金が増加した一方で、配当の支払により利益剰余金が

減少したこと及び投資有価証券の時価の変動によりその他有価証券評価差額金が減少したことによるものであり

ます。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 44,720,000

計 44,720,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年７月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 22,609,000 22,609,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 22,609,000 22,609,000 ─ ─

（注）提出日現在発行数には、平成27年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成27年４月８日

新株予約権の数（個） 12,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,200,000（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 703（注）２

新株予約権の行使期間
自 平成30年６月１日

至 平成32年４月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格   703

資本組入額 352（注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４・５

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５・６

（注） １ 本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合

を行なう場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該

時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行なわれ、調整の結果生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行なう場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるも

のとする。
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２ 本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行なう場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１  

分割（又は併合）の比率  

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式

の処分を行なう場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己

株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行なう場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、本新株予約

権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行なう場合、その他これらの場合に準じて行使価額

の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行なうことができるものと

する。

３ (1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げるものとする。

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４ (1) 新株予約権者は、平成28年２月期、平成29年２月期及び平成30年２月期の３事業年度にかかる連結損益

計算書における営業利益の累計額が4,000,000千円を超過した場合において、割当てを受けた本新株予約

権を行使することができる。

なお、上記営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される損益計算書（連結損益計

算書を作成している場合、連結損益計算書）における数値を用いるものとし、国際財務報告基準の適用

等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会に

て定めるものとする。

(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は従

業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役

会が認めた場合は、この限りではない。

(3) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行なうことはできない。

(5) 各本新株予約権１個未満の行使を行なうことはできない。

５ (1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総

会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日

の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、上記４に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなった

場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

６ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行なう場合において、組織再編行為の効力発生日に

新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
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(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６ (3) に従って決定される当

該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記３に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記４に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

上記５に準じて決定する。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成27年３月１日～

平成27年５月31日
─ 22,609,000 ─ 1,035,594 ─ 271,006

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年２月28日）に基づく株主名簿で記載しております。

 

①【発行済株式】

平成27年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）

（注１）
普通株式  1,409,100 ─

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他）

（注２）
普通株式 21,199,200 211,992 同上

単元未満株式 普通株式        700 ─ ─

発行済株式総数 22,609,000 ─ ─

総株主の議決権 ─ 211,992 ─

（注）１ 「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式給付信託型ESOP（信託Ｅ口）が所有する当社株式420,000株

（議決権4,200個）が含まれております。

なお、当該株式は連結財務諸表及び財務諸表においては、自己株式として処理しております。

 

②【自己株式等】

平成27年２月28日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

株式会社クリーク・アン

ド・リバー社

東京都千代田区麹町二丁目

10番９号
1,409,100 ─ 1,409,100 6.23

計 ─ 1,409,100 ─ 1,409,100 6.23

（注）株式給付信託型ESOP（信託Ｅ口）が所有する株式420,000株につきましては、上記自己株式等に含まれておりませ

んが、連結財務諸表及び財務諸表においては自己株式として処理しております。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自 平成27年３月１日 

至 平成27年５月31日）及び第１四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年５月31日）に係る四半

期連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,293,362 3,174,492

受取手形及び売掛金 2,757,906 3,011,923

仕掛品 105,996 89,958

貯蔵品 2,153 1,465

繰延税金資産 154,614 97,544

その他 215,676 207,685

貸倒引当金 △14,476 △13,464

流動資産合計 6,515,233 6,569,604

固定資産   

有形固定資産 216,992 237,177

無形固定資産   

のれん 61,482 130,140

ソフトウエア 223,284 216,025

その他 22,215 41,356

無形固定資産合計 306,982 387,522

投資その他の資産   

投資有価証券 1,117,174 831,562

敷金及び保証金 596,875 594,336

その他 584,754 795,888

貸倒引当金 △285,452 △286,909

投資その他の資産合計 2,013,352 1,934,878

固定資産合計 2,537,328 2,559,577

資産合計 9,052,562 9,129,181

負債の部   

流動負債   

営業未払金 1,218,271 1,192,709

短期借入金 500,000 560,000

1年内返済予定の長期借入金 11,628 －

未払法人税等 194,412 151,417

賞与引当金 136,365 178,933

保証履行引当金 6,556 11,168

工事損失引当金 7,000 2,547

その他 1,352,121 1,566,087

流動負債合計 3,426,356 3,662,864

固定負債   

長期借入金 52,498 －

退職給付に係る負債 105,908 113,132

株式給付引当金 - 17,466

繰延税金負債 323,201 192,528

その他 3,709 3,277

固定負債合計 485,317 326,404

負債合計 3,911,673 3,989,268
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年５月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,035,594 1,035,594

資本剰余金 1,874,684 1,874,684

利益剰余金 1,884,922 1,981,965

自己株式 △731,090 △731,090

株主資本合計 4,064,110 4,161,153

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 646,481 486,513

為替換算調整勘定 47,983 48,217

その他の包括利益累計額合計 694,465 534,730

新株予約権 37,269 45,754

少数株主持分 345,043 398,275

純資産合計 5,140,888 5,139,913

負債純資産合計 9,052,562 9,129,181
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

売上高 6,092,010 6,369,333

売上原価 4,062,278 4,212,248

売上総利益 2,029,732 2,157,084

販売費及び一般管理費 1,451,427 1,698,495

営業利益 578,304 458,589

営業外収益   

受取利息 1,037 286

保険解約返戻金 4,354 250

投資事業組合運用益 6,708 3

為替差益 149 801

持分法による投資利益 － 2,546

その他 422 360

営業外収益合計 12,673 4,248

営業外費用   

支払利息 836 1,208

支払補償費 4,635 －

持分法による投資損失 1,465 －

創立費償却 － 1,001

その他 258 142

営業外費用合計 7,195 2,352

経常利益 583,781 460,485

特別損失   

固定資産除却損 113 932

投資有価証券評価損 2,025 139

特別損失合計 2,139 1,072

税金等調整前四半期純利益 581,642 459,413

法人税、住民税及び事業税 121,109 139,802

法人税等調整額 55,525 45,936

法人税等合計 176,634 185,739

少数株主損益調整前四半期純利益 405,008 273,674

少数株主利益 55,540 28,231

四半期純利益 349,467 245,442
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 405,008 273,674

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △13,731 △159,967

為替換算調整勘定 △10,163 233

その他の包括利益合計 △23,895 △159,734

四半期包括利益 381,112 113,939

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 326,495 85,707

少数株主に係る四半期包括利益 54,617 28,231
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに株式を取得した株式会社プロフェッショナルメディアを連結範囲に

含めております。

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに株式を取得したエコノミックインデックス株式会社を持分法適用の

範囲に含めております。

 

 

（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年５月31日）

減価償却費 30,598千円 31,366千円

のれんの償却額 20,881 6,342

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年５月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月29日

定時株主総会
普通株式 107,640 5 平成26年２月28日 平成26年５月30日 利益剰余金

 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年５月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月27日

定時株主総会
普通株式 148,399 7 平成27年２月28日 平成27年５月28日 利益剰余金

（注）「配当金の総額」には、この配当の基準日である平成27年２月28日現在で株式給付信託型ESOP（信託Ｅ口）が所有

する当社株式（自己株式）420,000株に対する配当金2,940千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年５月31日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額 
クリエイティブ

分野（日本）

クリエイティブ

分野（韓国）
医療分野 計

売上高         

外部顧客への売上高 3,506,835 821,672 887,464 5,215,971 876,038 6,092,010 － 6,092,010

セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,511 1,474 － 6,986 3,518 10,504 (10,504) －

計 3,512,346 823,146 887,464 5,222,958 879,556 6,102,515 (10,504) 6,092,010

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
245,037 9,160 272,792 526,991 49,860 576,851 1,453 578,304

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＩＴ・法曹・会計他の事業を含

んでおります。

２ セグメント利益の調整額1,453千円は、セグメント間取引消去であります。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年５月31日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額 
クリエイティブ

分野（日本）

クリエイティブ

分野（韓国）
医療分野 計

売上高         

外部顧客への売上高 3,830,064 967,869 895,331 5,693,266 676,067 6,369,333 － 6,369,333

セグメント間の内部

売上高又は振替高
6,179 21 － 6,201 550 6,751 (6,751) －

計 3,836,244 967,891 895,331 5,699,467 676,617 6,376,085 (6,751) 6,369,333

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
218,879 4,505 235,134 458,519 △657 457,861 727 458,589

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＩＴ・法曹・会計他の事業を含

んでおります。

２ セグメント利益の調整額727千円は、セグメント間取引消去であります。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１ 企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社プロフェッショナルメディア

事業の内容       広告販売事業、人材紹介事業、人材派遣事業

 

(2) 企業結合を行なった主な理由

広告分野における人材事業の強化を図るとともに、当社の持つクリエイティブ業界におけるクライアント

及びクリエイター・ネットワークとのシナジーにより、事業規模・収益の拡大を目的としております。

 

(3) 企業結合日

平成27年４月１日

 

(4) 企業結合の法的形式

株式の取得及び第三者割当増資引受

 

(5) 結合後企業の名称

名称に変更はありません。

 

(6) 取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率 0.0%

企業結合日に取得した議決権比率      80.0%

 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とした株式取得により、被取得企業の議決権を80.0%取得したためであります。

 

２ 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成27年４月１日から平成27年５月31日まで

 

３ 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 100,000千円

取得に直接要した費用 ─

取得原価 100,000
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 16円23銭 11円81銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額 （千円） 349,467 245,442

普通株主に帰属しない金額 （千円） ─ ─

普通株式に係る四半期純利益金額 （千円） 349,467 245,442

普通株式の期中平均株式数 （株） 21,528,100 20,779,900

    

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円06銭 11円60銭

（算定上の基礎）    

普通株式増加数 （株） 237,395 387,442

（うち新株予約権） （株） 237,395 387,442

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

─ 平成27年４月８日取締役会決

議による新株予約権となる有償

ストック・オプション（普通株

式 1,200,000株）

なお、これらの概要は「新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定における期中平均株式数について

は、株式給付信託型ESOP（信託Ｅ口）が所有する当社株式を連結貸借対照表において自己株式として表示している

ことから、当該株式数を控除しております（前第１四半期連結累計期間０株、当第１四半期連結累計期間420,000

株）。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成27年７月８日

株式会社クリーク・アンド・リバー社

取 締 役 会 御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 新 井 達 哉   印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中 村 憲 一   印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社クリーク・アンド・リバー社の平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年度
の第１四半期連結会計期間（平成27年３月１日から平成27年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期
間（平成27年３月１日から平成27年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結
貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリーク・アンド・リ
バー社及び連結子会社の平成27年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累
計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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